
 

 

 

 

 

2019 年末闘争 

一時金や増便対策 
過重労働の是正を 

19 年末闘争は、10 月 1 日からの消費税 10％による家計への負担増や、航空では首都圏発着枠拡大に伴う成田空

港の飛行時間制限の緩和（1 時間短縮され 24 時～6 時に）、羽田空港の国際線増枠配分の確定、さらには東京オリ

ンピック・パラリンピックに向けた準備など、年末一時金の引上げによる暮らし改善とあわせ、過重労働の是正に

向けた人材確保や勤務・職場改善など課題山積です。職場要求の前進、争議解決に向け団結して取り組みましょ

う。 

 

消費税 10％が家計直撃 

懸念される景気悪化 

10 月 1 日から消費税が 10％に引き上げられ、政府は

消費意欲低下対策としてポイント還元などの施策を打

ち出していますが、生活関連製品の値上がりが相次い

でいます。世論調査によると、消費税増税により景気

は「悪くなる」が 65％に上り、政府に一番力を入れて

ほしい政策について、38％の人が年金など社会保障と

答えています。 

 

 
   19 年 9月 29 日 日経新聞 

 

国内総生産（GDP）の 6 割を占めるのが個人消費で

す。景気を良くし日本経済を下支えするために労働者

の賃金や一時金の引上げは欠かせない条件です。 

大企業の内部留保過去最高 

労働分配率は低下 

財務省が発表した 2018 年度の企業の内部留保は、前

年度比 3.7％増の 463 兆円と 7 年連続で過去最高を更

新しています。一方、賃金などでどれだけ労働者に還

元されたかを示す労働分配率は 10 年間で 74％から

66％に低下しています。内部にため込むだけでなく、

利益を働く者の賃金や労働環境の改善に回すことは、

個人消費を刺激し経済の好循環時も役立ちます。 

10 月 1 日から最低賃金が引き上げられ、全国平均は

901 円。東京・神奈川は 1000 円台です。更なる引き上

げはもちろんのこと、非正規社員から正社員への転

換、そして「8 時間働いて暮らせる賃金」への引上げ

が求められます。 

 

 
19 年 9月 3 日 東京新聞 
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全ての争議を解決し 
安全・安心の航空を 

 



副業・兼業は長時間労働の温床 

今年 4 月から働き方関連法の施行によって、残業時

間の上限規制（月間 100 時間）や年休取得義務（年間

5 日以上）などが導入されました。新たに未払い賃金

の期間延長（現行 2 年を 5 年に延長）や解雇の金銭解

決、「副業・兼業」普及のための諸制度が議論されてい

ます。解雇の金銭解決は、被解雇者の職場復帰を阻み

使用者の目的を優先するもので極めて問題がありま

す。また、副業・兼業は、社会的問題として取り組ん

できた長時間労働の是正を逆戻りさせるもので、過労

死や健康被害を拡大させるだけです。新たな労働法制

の見直しの動きに注視が必要です。 

 

19 年 7 月 25日 東京新聞 

上期好決算予想される ANA・JAL 

全日空と日本航空の上期決算は、第 1 四半期連結決

算（4～6 月）に続き好決算が予想されます。5 月の大

型連休、好調な夏休みの旅客需要、ラグビーワールド

カップなど。両社が発表した 8 月までの輸送実績によ

ると、ANA と JAL は国内・国際ともに輸送実績（有償

旅客キロ＝RPK）は前年を上回っています。とりわけ

ANA の国際線（RPK）は 103.7％の伸びを示していま

す。 

羽田の国際線増枠配分決まる 

ANA/13.5 便、JAL/11.5 便 

2020 年 3 月からの羽田空港発着枠拡大に伴い各国お

よび本邦航空各社への配分が決まりました。（表参照） 

これによって全日空は 1 日 13.5 便、日本航空は

11.5 便の増便になります。これによるパイロットや客

室乗務員の稼働強化が予想されますが、輪をかけて繁

忙が予想されるのが整備やグランドハンドリング、旅

客業務などの地上業務です。自社便に加え海外エアラ

インの業務が加わることから、相当数の人員増が必要

です。日航ユニオンでは、「年末交渉では、勤務や人員

問題が重要課題」と話します。JGS では 2020 年度は

100 名規模の人員を採用予定ですが、大手グラハン会

社では「100 名、200 名規模の人員増が必要」との声も

あります。 

米系航空 4 社（デルタ、ユナイテッド、アメリカ

ン、ハワイアン）は新たに羽田路線の配分が決まった

ことから、成田・羽田の体制見直しが進められ、とり

わけデルタ航空は、成田空港から撤退し羽田空港に全

面移転することから、配転問題や通勤など様々な課題

解決に向けた年末交渉が重要になります。 

 
19 年９月 3 日 朝日新聞 

 

JAL・EK・KLM の解雇争議 

すべての争議解決目指す 

JAL 解雇争議は、経営トップが「解決したい」と述

べ、昨年 5 月から労使による特別協議（12 回開催）が

開始されたにもかかわらず、解決に至っていません。

自民党衆議院から「解雇問題はどうなった・・・長く

なるのはよくない」との懸念も出されています。「10

回目の大晦日は迎えない」との決意で、争議解決を目

指します。SNW エミレーツ航空分会組合員 3 名の解雇

争議は、12 月までには中労委命令が出されます。職場

復帰を明確にする命令を勝ち取るため全力で取り組ん

でいます。KLM オランダ航空の無期転換逃れを許さ

ず、雇止め無効・職場復帰をめざす 32 名の日本人客室

乗務員（JCU 組合員）の闘いは、国内はもとより国際

的な包囲網も広がり、本国労組による追及も始まって

います。フィンランド航空の不当配転裁判は、名古屋

基地廃止し成田への移転させることで、ベテラン客室

乗務員の退職を狙ったもの。 

航空連は、すべての争議解決と人権擁護、働く者の

雇用と労働条件の維持・向上に向け全力で取り組みま

す。 

以上 


